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措置部門 
 

外部環境の変化 

【救護施設】 
○救護施設は、利用者への人権意識に基づく適切な支援が行われるよう啓発していくとともに、真に支援を必要とする人を確実に受け止
める「最後のセーフティネット」としての役割を担います。 

○事業の重点として、地域共生社会の実現に向けた行動指針の推進と社会への発信、利用者の人権を尊重した支援と利用者主体の個別支
援の質の向上、第三者評価の受審の取り組みを行い、救護施設の「見える化」を推進します。 

〇入所者の意向を尊重した個別支援計画のさらなる充実を目指し、福祉事務所と情報共有を図り、より入所者の意向・ニーズを尊重した
質の高い適切な支援を行っていきます。 

〇就労支援・地域移行また、病院や矯正施設からの受け入れなど、関係機関との調整会議に参画を進め、期待される機能を具体的に強
化・推進していきます。 

〇「救護施設が取り組む生活困窮者支援の行動指針」を推進し、「全社協福祉ビジョン 2025」が目指す「ともに生きる豊かな地域社会」
の実現をめざし、セーフティネット機能の強化を具体的に行っていきます。 

【母子生活支援施設】 
〇母子生活支援施設は、全国母子生活支援施設が掲げる「産前産後支援」「アフターケアを含む地域支援」「親子関係再構築支援」という
３つの支援ができる施設として関係機関に周知し、引き続き課題のある母子世帯に活用していただけるよう提案をしていく。 

〇こども家庭庁の政策にある、人権ノートや意見表明など「こどもまんなか」社会の実現に向けて、サポートしていきます。子育て短期
支援事業や妊産婦等生活援助事業などについても、行政と調整しながら多機能化に向けて進めていきます。 

〇地域の方に、母子生活支援施設が、地域の子育てを支援していける施設であることを知っていただけるように、SNS で発信し、地域
活動を共に行う活動をしていきます。 

〇地域における様々な福祉課題、生活課題に主体的にかかわり、既存の制度では対応できない「地域における公益的な取り組み」を創造
して推進します。 

ビジョン 

〇救護施設は、真に支援を必要としている人を確実に受けとめる「最後のセーフティネット」としての役割を果たすとともに、利用者の
地域生活への移行と定着のため、「施設から地域へ」「地域から施設へ」という「循環型支援体制の構築」を目指す。 

○母子生活支援施設は、地域社会とともに全ての子どもが守られ育まれる社会となるようその機能を柔軟に活用する。 
○社会福祉法人の「地域における公益的な取組」について、地域のニーズを把握し住民と協働する新たな取り組みを創出していく。 
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財務の視点 

 

 

 

                       

 

      

 

                               

業務プロセスの視点 

 

 

 

 

 

 

                                                   

                       

      

 

学習と成長の視点 

 

 

 

 

 

 

－１３－ 

他種別施設への移行の促進と適切な自立支援の推進 
利用者に適した居場所への移行を支援してくれる 

循環型セーフティネット施設として、利用者の移行

と受入を円滑に進めていくことにより、定員に見合

った利用者数を確保していく 

利用者の意向が尊重される 

安定して安心安全な生活を

送ることができる 

相談できる施設として地域に根ざす 

必要な利用者をいつでも受け入れてくれる 

施設機能・設備の利用ができる 

地域の行事に参加してくれる 

長期入院精神障害者の受皿となってくれる 

生活困窮者も支援が受けられる 

スーパービジョンにより、担当職員の能力・技術を向上させる 

建物老朽化に伴う大規

模修繕を実施する 

事業実施、新たな事業展

開、職員の確保・育成に

必要な財源を確保する 

入所者の援助方針の摺合せや退所者の移行

先の調整等、関係機関との緊密な連携を図る 

職員の意欲を高め、能力を引き出す人事評

価制度（昇任昇格・給与制度）を構築する 

利用者一人ひとりに寄り添ってアセ

スメントとモニタリングを行い、自立

を支援する計画を策定する 

災害時に被災者等の

支援を行う 

地域交流事業を推進する 

生活困窮者就労訓

練事業、一時生活支

援などの新たな事

業計画を策定する 

救護施設居宅生活訓練事業、救護施設

通所事業を活用する 

働きやすい職場づくりを

推進する 

多様な支援ニーズに対応できる能力をもった職員を

確保し、人材育成を図る 

利用者の日常生活に即した具体的な

アセスメント力を向上させる 

災害時には地域住民にも支援してくれる 

通信機器に関する情報収集 


